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基本方針

経 営 理 念

〇内陸・臨海用地の計画的な造成

及び企業誘致の実現により、産業

の振興と均衡ある発展を図ります

① 企業ニーズに適合した用地を提供する

② 長期的視点に立って、効率的・持続的な運営を行う

③ 社会経済状況の変化に的確に対応した企業誘致を推進する

３ 用地

造成事業

基本方針

経 営 理 念

〇低廉な工業用水の安定供給の使

命を果たし、産業の維持・発展を

支え続けます

① 災害に強い工業用水道を構築し、適切に維持管理を行う

② 長期的視点に立って、効率的・持続的な運営を行う

③ 技術力の維持・向上を図る

２ 工業用

水道事業

経 営 理 念

〇安全・安心な水道用水の安定供

給の使命を果たし、暮らしと経済

活動を支え続けます

基本方針
② 災害に強い水道を構築し、適切に維持管理を行う

① 安全・安心な水質を確保する

③ 長期的視点に立って、効率的・持続的な運営を行う

④ 技術力の維持・向上を図る

１ 水道事業

 

 

 

 １ 背景及び目的 

   公営企業が将来にわたって持続可能な経営を行うためには、中長期的な経営の基本計画が不可欠であり、総務省からの要請によ

り 2005 年度に中期経営計画を策定以降、３次にわたって計画を策定し、経営の健全化に取り組んできました。 

   現行経営戦略の計画期間が終了することを受け、新たに「愛知県企業庁経営戦略２０３５」を策定し、水道用水と工業用水の安

定供給、造成用地への企業誘致を将来にわたり継続するため、経営基盤の強化を図ります。 
 

２ 計画期間  

10 年間（2026～2035 年度） 

 

   

 

   

Ⅰ 経営戦略の基本 

Ⅱ 各事業の経営理念及び基本方針 
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③ コスト縮減・効率化

官民連携やＤＸ推進等によるコスト縮減や業務の効率化に取り組むとともに、環境に配慮した取組を行います

④ 広域連携

組織の枠を越えて連携し、持続可能な水道サービスの提供を目指します

⑤ 人材確保・人材育成

人材確保と人材育成に取り組み、技術力の維持・向上を図ります

⑥ 広報活動

受水団体への丁寧な説明、県民の皆様への効果的な広報により、信頼される水道を目指します

経営理念

４つの基本方針

６つの取組の柱

① 安全・安心な水質の確保

水源から供給点までの水質管理を通じて、安心して飲むことができる水道用水を供給します

② 強靱化

地震等防災対策の強化、計画的な老朽化施設対策、安定した水源の確保及び維持管理の向上を推進します

取 組 の 柱

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ⅲ 各事業の現状と課題及び取組の柱 

１ 水 道 事 業 

現状と課題 

 安全・安心な水質の確保 

水質基準に合わせた適切な水質検査、ゲリラ豪雨等に対応した迅速かつ的確な水質管理 

 安定供給の確保 

地震等防災対策の推進、計画的な施設更新の実施、安定した水源の確保、適切な維持管理の実施 

 持続性の確保 

物価や労務費の上昇等による費用の増、環境に配慮した事業運営、技術職員の確保及び人材育成、適切な広報活動の

実施 
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取 組 の 柱

① 強靱化

地震等防災対策の強化、計画的な老朽化施設対策、安定した水源の確保及び維持管理の向上を推進します

② コスト縮減・効率化

官民連携やＤＸ推進等によるコスト縮減や業務の効率化に取り組むとともに、環境に配慮した取組を行います

③ 需要開拓・広報活動

工業用水道事業のＰＲによる需要開拓に取り組むとともに、受水事業所への丁寧な説明により、信頼される

工業用水道を目指します

④ 人材確保・人材育成

人材確保と人材育成に取り組み、技術力の維持・向上を図ります

経営理念

３つの基本方針

４つの取組の柱

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 工業用水道事業 

現状と課題 

 安定供給の確保 

地震等防災対策の推進、計画的な施設更新の実施、安定した水源の確保、適切な維持管理の実施 

 

 持続性の確保 

物価や労務費の上昇等による費用の増、環境に配慮した事業運営、技術職員の確保及び人材育成 
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取 組 の 柱

① 魅力的な用地の提供

用地の需要動向を的確に把握し、継続的に魅力的な用地を提供します

② 採算性の確保

採算性が確保された用地造成を進めることで、安定した事業運営を行います

③ 持続可能な経営状況の維持

持続可能な経営状況の維持に向けて内陸用地の新規開発の推進及び用地の分譲促進を図ります

④ 効果的な企業誘致活動

更なる分譲促進に向けて効果的な企業誘致活動を実施します

経営理念

３つの基本方針

４つの取組の柱

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 用地造成事業 

現状と課題 

 用地の造成 

計画的な用地造成事業の推進、高まる内陸用地ニーズに対応するための新規地区の開発推進 

 用地の分譲及びリース 

内陸用地の早期分譲、臨海用地及び中部臨空都市の分譲促進 

 持続性の確保 

中部臨空都市に係る企業債償還財源の確保、物価や労務費の上昇等による費用の増、技術職員の確保及び人材育成 
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（単位：百万円）

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

収益 34,778 34,353 34,154 33,940 33,690 33,557 33,255 33,079 32,820 32,835

給水収益 31,137 30,755 30,579 30,349 30,120 29,990 29,705 29,539 29,290 29,071

一般会計補助金 157 132 107 85 62 43 32 21 11 34

長期前受金戻入 3,362 3,363 3,364 3,402 3,403 3,420 3,414 3,415 3,416 3,626

その他収入 121 104 104 104 104 104 104 104 104 104

費用 34,655 33,850 34,325 35,093 35,441 36,485 37,622 38,163 38,791 41,535

減価償却費等 18,041 18,079 18,279 18,547 18,630 19,223 20,016 20,205 20,478 22,290

支払利息 1,328 1,342 1,486 1,747 1,983 2,269 2,495 2,710 2,928 3,336

維持費 15,286 14,429 14,560 14,799 14,828 14,993 15,111 15,248 15,385 15,908

当年度損益 123 504 △171 △1,153 △1,751 △2,928 △4,367 △5,084 △5,971 △8,700

累積損益 3,291 3,795 3,624 2,471 720 △2,209 △6,576 △11,660 △17,631 △26,330

収入 16,300 16,808 20,582 20,342 21,732 18,227 18,143 18,519 18,160 14,350

企業債 10,602 10,566 14,139 13,732 15,303 12,904 12,900 13,350 13,359 11,237

国庫補助金 879 1,148 1,244 1,307 1,214 954 906 955 785 158

一般会計出資金 4,358 5,003 5,109 5,213 5,125 4,279 4,246 4,124 3,926 2,866

その他収入 461 90 90 90 90 90 90 90 90 90

支出 33,148 34,121 37,601 41,576 41,530 36,320 39,373 37,526 38,052 32,500

建設改良費 22,804 23,871 27,888 31,392 31,041 27,330 30,022 27,793 27,820 23,636

建設利息 171 115 153 189 223 256 287 317 345 176

償還金等 10,174 10,134 9,560 9,996 10,265 8,734 9,063 9,416 9,887 8,689

資金残高 20,117 19,984 19,954 15,271 11,475 8,387 1,685 △3,684 △10,470 △17,108

企業債等残高 107,448 107,900 112,499 116,256 121,314 125,498 129,349 133,298 136,784 139,347

区分
年度

収益的収支

資本的収支

 

 

 

【投資・財政計画（収支計画）】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 投資・財政計画 

１ 水 道 事 業 

【投資・財政計画のポイント】 

〇県民生活に必要不可欠な水道用水を安定供給するため、発生確率が高い南海トラフ地震や近年頻発している風水害への対策を実施すると

ともに、老朽化する水道施設を着実に更新するために必要な投資を行っていきます。 

〇施設の更新等に多額の資金が必要となるため、引き続き効率化等による健全経営に向けた取組を進めていきますが、単年度損益や累積損

益の状況を踏まえ、現行の料金水準では計画期間内に健全経営が維持できないと見込まれる場合は、料金の見直しを検討します。 
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【収益的収支の見通し】 【料金改定により収支均衡を図る場合の試算（2031 年度+約 18％）】 

【長期的な収益的収支見通し】 

〇社会インフラである水道事業は、施

設更新などの投資が長期間にわたっ

て必要になる事業であり、持続可能

な事業運営を行うため、30 年間の長

期収支を試算しています。 

 

〇本試算では、人口減少による給水収

益の減及び老朽化施設更新や水源費

に係る減価償却費の増などにより累

積赤字が拡大していくものと見込ん

でいます。 
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（単位：百万円）

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

収益 14,440 14,391 14,295 14,326 14,310 14,290 14,263 14,249 14,244 14,237

給水収益 12,928 12,942 12,942 12,947 12,947 12,946 12,946 12,946 12,946 12,946

一般会計補助金 129 123 129 129 129 129 129 129 129 129

長期前受金戻入 1,348 1,280 1,179 1,205 1,189 1,169 1,143 1,128 1,124 1,117

その他収入 34 45 45 45 45 45 45 45 45 45

費用 13,875 13,272 13,392 14,019 14,447 14,772 15,031 15,605 15,886 16,071

減価償却費等 7,824 7,899 7,858 8,284 8,601 8,781 8,971 9,473 9,684 9,808

支払利息 569 601 717 863 921 1,010 1,027 1,044 1,059 1,070

維持費 5,481 4,772 4,817 4,872 4,925 4,980 5,032 5,088 5,144 5,192

当年度損益 565 1,119 903 308 △137 △482 △768 △1,356 △1,642 △1,834

累積損益 1 1 1 309 172 △310 △1,078 △2,434 △4,076 △5,911

収入 5,398 6,444 6,550 4,072 4,994 2,974 2,980 2,972 2,900 2,787

企業債 3,659 4,936 5,455 3,028 3,948 1,925 1,925 1,882 1,811 1,746

国庫補助金 293 482 485 444 455 453 445 464 453 466

一般会計出資金 977 909 491 482 473 478 492 508 518 457

その他収入 470 118 118 118 118 118 118 118 118 118

支出 14,711 14,610 15,464 12,787 13,187 11,099 10,246 12,316 10,724 11,984

建設改良費 10,542 10,638 12,479 9,774 10,231 8,153 7,337 9,418 7,885 9,328

償還金等 4,165 3,972 2,985 3,013 2,956 2,946 2,908 2,898 2,840 2,656

資金残高 6,854 7,257 6,865 6,235 5,871 5,355 5,464 3,621 3,127 1,253

企業債等残高 39,505 40,525 43,006 43,032 44,036 43,027 42,055 41,051 40,035 39,126

区分
年度

収益的収支

資本的収支

 

 

【投資・財政計画（収支計画）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 工業用水道事業 

【投資・財政計画のポイント】 

〇県内産業の振興に必要不可欠である工業用水を安定供給するため、発生確率が高い南海トラフ地震や近年頻発している風水害への対策を

実施するとともに、老朽化する工業用水道施設を着実に更新するために必要な投資を行っていきます。 

〇施設の更新等に多額の資金が必要となるため、引き続き効率化等による健全経営に向けた取組を進めていきますが、単年度損益や累積損

益の状況を踏まえ、現行の料金水準では計画期間内に健全経営が維持できないと見込まれる場合は、料金の見直しを検討します。 
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【料金改定により収支均衡を図る場合の試算（2031 年度+約 9％）】 

【長期的な収益的収支見通し】 

【収益的収支の見通し】 

〇社会インフラである工業用水道事業

は、施設更新などの投資が長期間に

わたって必要になる事業であり、持

続可能な事業運営を行うため、30 年

間の長期収支を試算しています。 

 

〇本試算では、老朽化施設更新や水源

費に係る減価償却費の増などにより

累積赤字が拡大していくものと見込

んでいます。 
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区分 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
収益 78 79 78 78 78 78 78 78 78 78
費用 73 72 72 73 75 76 78 78 78 79
当年度損益 5.0 6.9 6.6 6.0 3.6 2.4 0.6 0.8 0.1 △0.7
累積損益 24 26 26 32 36 38 39 39 39 39

区分 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
収益 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36
費用 30 29 30 36 37 39 41 46 48 49
当年度損益 5.7 6.8 5.3 0 △1.2 △3.3 △4.5 △10 △12 △13
累積損益 26 26 29 29 28 24 20 9.9 △2.3 △15

区分 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
収益 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14
費用 16 15 16 16 17 17 17 17 18 18
当年度損益 △2.0 △1.5 △2.2 △2.3 △3.0 △3.1 △3.0 △3.7 △4.1 △4.8
累積損益 △8.8 △10 △12 △15 △18 △21 △24 △28 △32 △36

区分 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
収益 16 16 15 15 15 15 15 14 14 14
費用 19 17 16 16 16 16 15 15 15 14
当年度損益 △3.1 △1.0 △0.6 △0.7 △0.8 △0.9 △0.8 △0.6 △0.3 △0.2
累積損益 △41 △42 △42 △43 △44 △44 △45 △46 △46 △46

【セグメントごとの収益的収支の見通し】 

《愛知用水工業用水道事業》 《西三河工業用水道事業》 

《東三河工業用水道事業》 《尾張工業用水道事業》 

（単位：億円） （単位：億円） 

（単位：億円） （単位：億円） 
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（単位：百万円）

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

収益 8,386 5,202 12,726 11,715 9,050 9,534 13,654 6,098 9,045 10,673

6,503 3,225 10,792 9,808 7,176 7,673 11,816 4,635 7,719 9,410

1,883 1,978 1,934 1,907 1,874 1,861 1,838 1,462 1,326 1,264

費用 6,620 3,512 11,230 10,437 8,044 8,329 12,588 4,875 7,999 9,736

5,151 2,339 10,047 9,243 6,840 7,113 11,404 3,723 7,001 8,726

1,184 880 890 901 912 923 935 946 958 969

24 37 38 38 38 39 39 40 40 40

261 256 255 254 254 254 211 166 0 0

当年度損益 1,766 1,690 1,497 1,279 1,006 1,205 1,065 1,223 1,046 937

累積損益 23,792 23,792 23,792 26,820 28,244 28,244 43,292 44,497 45,563 46,785

収入 8,753 5,887 2,495 19,190 8,223 6,026 5,900 6,360 6,888 6,514

8,692 5,811 2,419 19,114 8,147 5,950 5,824 6,284 6,812 6,438

61 76 76 76 76 76 76 76 76 76

支出 15,061 12,514 10,311 26,016 13,696 9,600 33,855 35,305 14,540 15,411

14,641 12,087 9,726 22,364 11,141 8,265 7,070 7,248 7,756 7,384

420 427 585 625 1,132 1,334 1,484 1,573 1,286 1,305

0 0 0 3,027 1,423 0 25,300 26,485 5,498 6,723

うち中部臨空都市分 0 0 0 0 0 0 20,000 20,000 0 0

資金残高 29,017 26,446 30,201 33,923 36,323 41,095 25,637 1,664 2,088 2,882

企業債残高 64,442 70,253 72,672 88,759 95,483 101,433 81,957 61,756 63,070 62,785

40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 20,000 0 0 0

支払利息

資本的収支

企業債

その他収入

宅地造成費

建設利息

償還金

うち中部臨空都市分

区分
年度

収益的収支

宅地売却収益

宅地貸付収益等

宅地売却原価

業務費等

減価償却費等

 

 

【投資・財政計画（収支計画）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 用地造成事業 

【投資・財政計画のポイント】 

〇高まる用地ニーズに的確に対応できるよう、計画的かつ積極的な用地造成を推進します。 

〇引き続き内陸用地の新規開発の推進や臨海用地及び中部臨空都市の更なる分譲促進を図ることにより、中部臨空都市に係る

企業債の償還財源は確保できる見込みです。 
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①水　道　事　業 ②工業用水道事業

2030年度 2035年度 2030年度 2035年度

経常収支比率 【毎年度】100%以上 経常収支比率 【毎年度】100%以上

累積欠損金比率 【毎年度】0% 累積欠損金比率 【毎年度】0%

流動比率 【毎年度】100%以上 流動比率 【毎年度】100%以上

料金回収率 【毎年度】100%以上 料金回収率 【毎年度】100%以上

施設の耐震化率 100% 施設の耐震化率 100%

管路の耐震管進捗率 41% 100% 管路の耐震管進捗率 37% 100%

管路更新の進捗率 44% 100% 管路更新の進捗率 45% 100%

設備更新の進捗率 42% 100% 設備更新の進捗率 57% 100%

水質基準達成率 【毎年度】100%

項　目
目標値

項　目
目標値

③用地造成事業

2030年度 2035年度

経常収支比率 【毎年度】100%以上

流動比率 【毎年度】100%以上

分譲収支比率 【毎年度】100%以上

分譲・リース面積
（内陸用地）

80ha 70ha

分譲・リース面積
（臨海用地）

20ha 10ha

造成面積（内陸用地） 70ha 80ha

造成面積（臨海用地） 30ha 30ha

目標値
項　目

 

 

 １ 評価・検証及び実績の公表 

   毎年度、個別取組事項の進捗管理及び投資・財政計画と決算値の乖離について分析・検証を行うとともに、前年度の主な取組実

績及び数値目標の進捗状況等を Web ページで公表します。 

 

２ 数値目標 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経営戦略の見直し 

   本経営戦略は、社会環境の変化や他の計画の策定及び見直し等の状況を踏まえ、５年以内に改定を行います。 

Ⅴ 経営戦略の評価・検証と進捗管理 


